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管理・企画グループ
１　勤務管理システム等の運用等
勤務管理、非常勤雇用、職員証・徽章、旅費、被服貸与に係るシステムの維持管理を行うとともに、制度改正等に応じてシステムの追加・改修等を行い、操作方法等の周知に努めた。
２　職員証の交付

（1） 職員証の交付

平成２８年度採用者等に大阪府職員証を次のとおり交付又は再交付した。
　　　交　付　数　　　　　　　　６５６枚　

　　　再交付数　　　　　　　　　８４枚

　　根　拠　法　令

　　　○大阪府職員証規程

３　職員徽章の交付
　　平成２８年度採用者等に大阪府職員徽章を次のとおり交付又は再交付した。

　　平成２７年度末　在庫数　　１，１８３　個

　　平成２８年度　　作成数　　　　　　０　個

　　平成２８年度　　交付数　　　　５３２　個

　　平成２８年度　　再交付数　　　　８７　個

　　平成２８年度末　残数　　　７２２　個（返還分のうち、再利用可能１５８個を含む）

　　根　拠　法　令

○大阪府職員徽章規程

４　職員被服の貸与に関すること
(1) 被服貸与対象業務
　　守衛業務ほか２８業務
(2) 被服購入実績
	
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	購　入　数
	7,352点
	6,587点
	5,580点

	執　行　額
	23,725,871円
	23,110,390円
	20,485,223円


　根　拠　法　令
　　○　大阪府職員被服貸与規程

５　恩給等に関すること
　　恩給法及び府吏員退隠料等条例等に基づき、受給権者に対して退隠料等を支給した。
　　（定期支給時期は、４月、７月、１０月、１２月の４回）
　　根　拠　法　令
　　〇　恩　給　法
　　〇　府吏員退隠料等条例
　　〇　府吏員退隠料等の基礎となるべき在職期間と恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職一時金の基礎となるべき在職期間との通算に関する条例

　【給付実績等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	年　　　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	歳出予算

（最終予算）
	69,918
	58,896
	47,309

	決　算　額
	67,806
	56,455
	44,355

	給付実績
	人数

(人)
	61
	53
	41

	
	件数

(件)
	240
	202
	161

	
	金額
	67,806
	56,455
	44,355


　　　　

退隠料等の支給内容　　 (　 ) 新規裁定者
	年　　度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	区　　分
	人数
	件数
	金額
	人数
	件数
	金額
	人数
	件数
	金額

	文　　官

普通恩給
	人
1
	件
４
	円
1,861,200
	人
1
	件
４
	円
1,861,200
	人
1
	件
４
	円
1,861,200

	府吏員

退隠料
	5
	16
	6,629,275
	3
	12
	5,170,200
	3
	9
	3,974,775

	通　　算

退職年金
	2
	8
	556,025
	2
	8
	559,050
	2
	8
	560,379

	計
	8
	28
	9,046,500
	6
	24
	7,590,450
	6
	21
	6,396,354

	文　官

扶助料
	24
	92
	30,200,200
	21
	70
	22,613,100
	13
	52
	17,360,900

	府　吏　員

遺族扶助料
	25
	97
	26,292,100
	22
	80
	21,893,150
	18
	68
	18,528,925

	通　　算

遺族年金
	4

(1)
	16
	1,056,950
	4
	16
	1,062,650
	4
	16
	1,065,167

	計
	53

(1)
	205
	57,549,250
	47
	166
	45,568,900
	35
	136
	36,954,992

	未支給金等
	[7]
	7
	1,209,473
	[12]
	12
	3,294,673
	[4]
	4
	1,003,449

	計
	[7]
	7
	1,209,473
	[12]
	12
	3,294,673
	[4]
	4
	1,003,449

	合　　計
	61

(1)
	240
	67,805,223
	53
	202
	56,454,023
	41
	161
	44,354,795


○社会保障・税番号制度（マイナンバー）導入に係る恩給システム改修業務

　　・契約期間　平成２８年８月１日～平成２８年１０月３１日

　　・契約金額　１，０６４，３４０円

　　・契約先　株式会社エイブシステムテクノロジー

　

　
６　総務サービス運営包括業務に係る委託の契約

　　総務事務システムの運営業務に係る契約については、平成２６年度に随意契約を締結したものであり、新しい稼働環境への移行作業を経て、平成２８年１月４日から運用を開始した。平成２８年度は、システム運用・保守、コールセンターの運営、ＰＯＳ倉庫の運営や職員研修等の業務を行った。

・契約期間　平成２６年８月２９日～平成３４年１月３日

・契約金額　４，３７４，６４８，０００円

　　　・契約先　富士通株式会社

・執行状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：円）

	年　　度
	２６年度
	２７年度
	２８年度

	システム

運営業務
	稼働環境

整備業務
	うち、システム移行に係る部分
	140,810,400
	397,903,320
	-

	
	
	うち、機器整備に係る部分
	20,300,004
	182,700,036
	-

	
	システム運用業務
	
	118,650,525
	474,602,100

	利用者サポート業務
	コールセンター整備・運営業務
	
	17,523,417
	70,093,668

	
	その他利用者サポート業務
	-
	1,968,318
	7,873,272

	システム保守業務
	-
	13,186,461
	50,188,089

	合計
	161,110,404
	731,932,077
	602,757,129


７　制度変更等に対応した総務事務システム等の改修

　　制度変更等に対応して総務事務システムの改修業務を行った。

（1） 共済の標準報酬制移行に係る総務事務システム及び給与計算システム改修業務（平成２８年度分）

　　・契約期間　平成２８年４月１日～平成２８年９月３０日

　　・契約金額　２７，０４３，２００円

　　・契約先　富士通株式会社

　　・執行状況　２７，０４３，２００円

（2） 社会保障・税番号制度（マイナンバー）導入に係るシステム改修業務（平成２８年度上期実施分）

　　・契約期間　平成２８年５月２０日～平成２８年９月３０日

　　・契約金額　１５，７６８，０００円

　　・契約先　富士通株式会社

　　・執行状況　１５，７６８，０００円

（3） 社会保障・税番号制度（マイナンバー）導入に係るシステム改修業務（平成２８年度下期実施分）

　　・契約期間　平成２８年８月３１日～平成２９年３月３１日

　　・契約金額　２８，０８０，０００円

　　・契約先　富士通株式会社

　　・執行状況　２８，０８０，０００円

（4） 社会保険制度の短時間労働者適用拡大に係る総務事務システム改修業務

　　・契約期間　平成２８年１１月２４日～平成２９年３月３１日

　　・契約金額　９，７９０，０８４円

　　・契約先　富士通株式会社

　　・執行状況　９，７９０，０８４円

（5） 社会保障・税番号制度（マイナンバー）導入に係るシステム改修業務（住民税及び共済関連）

　　・契約期間　平成２８年１２月９日～平成２９年３月３１日

　　・契約金額　８，４２４，０００円

　　・契約先　富士通株式会社

　　・執行状況　８，４２４，０００円

（6） 介護時間制度の新設に係るシステム改修業務（平成２８年度分）

　　・契約期間　平成２９年１月２７日～平成２９年３月３１日

　　・契約金額　１１，２５３，６００円

　　・契約先　富士通株式会社

　　・執行状況　１１，２５３，６００円

８　給与計算システムに係るデータ作成業務

　　オンラインに未対応の大阪市の教職員に係る給与関連情報等について、データ作成業務を委託して実施した。

（１）平成２８年４月分

　　・契約期間　平成２８年４月１日～平成２８年４月３０日

　　・契約金額　１件あたり１１．５０円×１．０８（消費税及び地方消費税）

　　・契約先　株式会社アイ・オー・プロセス

　　・執行状況　１８９，７１４円（件数：１５，２７５件）

（２）平成２８年５月分～平成２９年３月分
　　・契約期間　平成２８年４月１４日～平成２９年３月３１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２８年５月９日契約解除）
　　・契約金額　１件あたり８．９円×１．０８（消費税及び地方消費税）
　　・契約先　株式会社リールネットビズ
・執行状況　６，１６６円（件数：３，７５１件）執行金額は、違約金相殺後
（３）平成２８年５月１１日～平成２９年３月分

　　・契約期間　平成２８年５月１１日～平成２９年３月３１日

　　・契約金額　１件あたり１２．６５円×１．０８（消費税及び地方消費税）

　　・契約先　株式会社アイ・オー・プロセス

　　・執行状況　５４２，８０８円（件数：３９，７３２件）

９　職員録の配付  
　　　平成２８年６月１日現在の職員録を作成・配付した。

　　　　　印刷数　７６８冊（当課購入分のみ）

　他部局自主購入分（３６２冊）は所属替し、当課で一括支出（合計１，１３０冊）

給与・認定グループ
１　給与支給業務

（１）職員の給与の決定等
職員に対する給与の決定は、「職員の給与に関する条例」（昭和40年大阪府条例第35号）及び「技能労務職員の給与に関する規則」、人事委員会規則等に基づき、年１回の昇給期（１月１日）、昇格、給料表の適用を異にする異動等の給与決定や、採用時の初任給決定を行っている。

また、「職員の給与に関する条例」、「職員の育児休業等に関する条例」、「職員の給料に関する規則」（技能労務職員については、これらの規定の例）に基づき、復職時等における号給の調整を行っている。

なお、給与決定は、知事部局及び各行政委員会等に在籍する職員（府立学校及び警察部局を除く）について行っている。

（２）給与支給事務
職員に対する給与の支給は、「職員の給与に関する条例」（昭和40年大阪府条例第35号）、「職員の特殊勤務手当に関する条例」（平成10年大阪府条例第41号）、「職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例」（昭和39年大阪府条例第45号）、「技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例」（平成23年大阪府条例第5号）及び人事委員会規則等に基づき、財務関係法令に定める手続きに従って行っている。

給料及び職員手当等の支給については、企業会計部門（タウン推進局・中央卸売市場）を除き、総務サービス課が給与の支出命令及び支給事務を行っている。

（３）住民税特別徴収事務

住民税の特別徴収については、事務の効率的処理を図るため、知事部局及び各行政委員会等に在籍する職員（府立学校及び警察部局を除く）に対して集中管理を実施して処理している。

なお、職員に対する税額通知については8,027件（134市区町村）を、また、市区町村への給与支払報告書については9,632件（128市区町村）を報告処理した。

（４）退職手当の支給に関する事務
総務サービス事業開始に伴い、退職手当事務を集中管理し、知事部局及び各行政委員会等に在籍する職員（府立学校及び警察部局を除く）の退職手当額の計算を行っている。

なお、支給事務については、企業会計部門（タウン推進局・中央卸売市場）を除き支出処理を行っており、平成28年度の処理件数及び金額は次のとおりである。

	区　　　　　　分
	人　　　　数
	金　　　　額

	特　別　退　職
	３５人
	８２２，８６５千円

	定　年　退　職
	２２３人
	５，２２０，１８３千円

	普　通　退　職
	１３４人
	５７２，５１１千円

	特    別    職
	０人
	０千円

	計
	３９２人
	６，６１５，５５９千円


　　　　※　普通退職には、任期満了、死亡、公務外傷病及び失業者の退職手当を含む。

（５）職員の財産形成貯蓄に関する事務
職員の財産形成貯蓄とは、「勤労者財産形成促進法」（昭和46年法律第92号）に基づく貯蓄制度で、事業主である大阪府又は大阪府教育委員会が加入職員の給料又は期末･勤勉手当から積立金を控除して加入職員の契約金融機関に預入代行を行う制度となっている。

 　 この事務については、「職員の財産形成貯蓄に関する規程」（昭和63年訓職員第367号）及び同規程第24条の規定に基づき定められた「財形貯蓄事務取扱要領」に基づき処理している。
（６）派遣職員に係る派遣先団体との事務調整等に関すること
　　市町村や公益的法人などに派遣された職員の給与に係る掛金等の引去りについて、派遣先団体との連絡調整を行った。

派遣職員に対し、メール送信や福利厚生サービスサイトを活用した各種情報の提供を行った。
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成29年3月31日現在)
	
	市町村
	公益的法人
	営利法人
	公立大学法人

府立大学
	地方独立行政法人 病院機構
	大阪広域

水道企業団
	合　計

	派遣団体数
	３２団体
	２４団体
	６団体
	１団体
	１団体
	１団体
	６５団体

	派遣職員数
	６４人
	１３１人
	２３人
	１９人
	３１人
	１人
	２６９人


（７）総務事務システム及び給与計算システムの管理
人事給与関連業務に関わる次のシステム及び給与計算システムについて関係機関との調整及び管理業務を行った。

なお、総務事務システムについては、引き続きシステムの操作性の検証や改修を行うため関係機関と調整を行った。

1 昇給昇格システム（昇給・昇格）

2 初任給システム（初任給決定）

3 時間外勤務等システム（時間外勤務手当・特殊勤務手当・宿日直手当等）
4 退職手当システム

5 共通システム（口座管理・家族情報・職員の基本情報等）
6 給与報告システム（給与支給に反映させるための報告）

7 年末調整等システム（扶養控除・保険料控除・住民税関係）

8 財形貯蓄システム
9 管理職手当率報告システム（管理職手当率及び管理職加算率を給与報告に自動反映）
２　手当認定業務
（１）住居手当の認定に関する事務
総務サービス事業開始に伴い、本庁及び出先機関に勤務する職員（府立学校及び警察部局を除く）の住居手当の認定について、総務サービス課にて集中管理するとともに、毎月その事務処理を行っている。

なお、平成２８年度の手当の認定件数は次のとおりである。

	　区　　　　　　　分
	　　認　定　件　数

	　住居手当
	　　　　　７０５件


　　　　　

（２）児童手当の認定及び支給に関する事務
職員に対する児童手当（特例給付含む）の認定及び支給事務については、総務事務システムにおいて行い、児童手当法に基づき６月（平成２８年４，５月分）、１０月、２月に、それぞれの前月までの分を支給した。

本府（警察職員・府費負担教職員を除く）における平成２８年度中の児童手当の支給状況は次のとおりである。

	　対象期間
	平成２８年４月

～平成２９年２月
	参考

	　根 拠 法
	児童手当法
	

	種　　別
	支給額
	対象児童数
（H29.2月）

	0歳から
3歳未満
	(円)
	  (人)

487

	
	86,710,000
	

	3歳以上
小学校修了前
	243,580,000
	2,058

	小学校修了後
中学校修了前
	101,205,000
	846

	計
	431,495,000
	3,391


※　学校総務サービス課で認定されたものは除く。
（３）総務事務システムの管理
人事給与関連業務に関わる次のシステムについて関係機関との調整及び管理業務を行った。

なお、総務事務システムについて、引き続きシステムの操作性の検証や改修を行うため関係機関との調整を行った。

1 手当システム（住居手当・通勤手当・児童手当）

参考

　　○平成26年4月1日より、手当認定グループは、給与支給グループと統合。

　　　（新名称：給与・認定グループ）

　　○平成26年4月1日より、短期給付（医療給付を除く）業務は、福利厚生グループに移管。

　　○平成27年4月1日より、扶養手当の認定に関する事務、並びに地方職員共済組合被扶養者認定、及び国民年金第３号被保険者資格取得に関する事務は、福利厚生グループに移管。

福利厚生グループ

１　地方職員共済組合に関する事務
(1) 事業目的

地方職員共済組合は、道府県の職員（公立学校及び教育委員会の職員、道府県警察の職員を除く。）の相互救済を目的として、その病気、負傷、出産、休業、災害、退職、傷害若しくは死亡、又はその被扶養者の病気、負傷、出産、死亡若しくは災害に関して適切な給付事業を行うとともに、これらの組合員及びその家族の福祉向上のための福祉事業等もあわせて行う。

(2) 組織及び運営

　根　拠　法　令

　　　　〇　地方公務員等共済組合法
　　　　〇　地方公務員等共済組合法施行規程

　　　　〇　地方職員共済組合定款

　　　　〇　地方職員共済組合運営規則

　　　　〇　地方職員共済組合大阪府支部組織規程

　　　　〇　地方職員共済組合大阪府支部処務規程

　　　　〇　地方職員共済組合大阪府支部職員規程

■支部組織

支 部 長　　　　 副支部長　　　　　 事 務 長           事務次長

       （知　事）        総務部担当　　（総務ｻｰﾋﾞｽ課長）　（総務ｻｰﾋﾞｽ課福利厚生補佐）

　　　　　　　　　　　　 　　副知事　　　　　　　　　　　　　 　　

　　　　　　　　　　　 　 eq \o\ad(総務部長,　　　　　)　　　　　　　　　　　　   　 

　　　　　　　　　　　　 人事局長
　　　　　支部に管理企画、福利厚生、健康管理の３グループが置かれている。
■支部運営審議会

委員数　　　

　 組合員を代表する者以外の者　　４名

　 組合員を代表する者　　　　　　５名

■支部職員

    　 府職員で併任している者　　　３４名

■組合員数（地方公務員）

	区　　　　分
	H27.3.31現在
	H28.3.31現在
	H29.3.31現在

	一般会計
	7,330名
	7,349名
	7,226名

	特別会計
	611名
	543名
	548名

	行政委員会
	92名
	91名
	96名

	地方独立行政法人
	3,791名
	3,888名
	3,985名

	職員労働組合
	7名
	5名
	6名

	共済組合
	0名
	0名
	0名

	合　　　計
	11,831名
	11,876名
	11,861名


■掛金及び負担金　　　　　　　　　　　  (平成29年3月31日現在　　単位：千分率)

	　　　　　　　率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　区　分
	掛　　　　　　金
	負　　　担　　　金

	
	給　　料
	期末手当等
	給　　料
	期末手当等

	 eq \o\ad(短期給付,　　　　　　　　)
	48.18
	48.18
	48.18
	48.18

	 eq \o\ad(福祉事業,　　　　　　　　)
	1.18
	1.18
	1.18　　
	1.18

	育児休業手当金公的負担
	－
	－
	0.26
	0.26

	 eq \o\ad(介護保険,　　　　　　　　)
	5.53
	5.53
	5.53
	5.53

	厚生年金
	88.16
	88.16
	88.16
	88.16

	退職等年金
	7.5
	7.5
	7.5
	7.5

	経過的長期給付
	－
	－
	0.187
	0.187

	基礎年金拠出金公的負担
	－
	－
	37.7
	37.7

	 eq \o\ad(長期追加費用,　　　　　　　　)
	－
	43.7

	 eq \o\ad(事務費,　　　　　　　　)
	－
	1人当り年額　2,990円


■被扶養者の認定及び国民年金第３号被保険者の届出

	
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度

	被扶養者認定
	２，６８４件
	２，５８８件
	２，４３１件

	国民年金第３号被保険者の届出
	　　３５７件
	　　４３８件
	　　３２８件


 (3)事業内容

■短期給付事業

地方公務員等共済組合法第５３条及び第５４条並びに附則第１７条に規定する短期給付の給付状況は、次のとおりである。

（法 定 給 付）

	         　　年　度
区　分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	
	件　数
	支給額 (円) 
	件　数
	支給額 (円)
	件　数
	支給額 (円)

	医療給付
	本　　人
	153,288
	1,642,906,742
	152,538
	1,643,054,930
	154,288
	1,650,402,250

	
	家　　族
	147,131
	1,541,961,975
	144,281
	1,502,771,504
	144,000
	1,496,217,448

	 eq \o\ad(出産費,　　　　　　　　　　)
	206
	87,092,702
	201
	84,854,117
	214
	90,864,885

	 eq \o\ad(家族出産費,　　　　　　　　　　)
	80
	33,748,943
	95
	39,368,808
	84
	36,538,654

	 eq \o\ad(埋葬料,　　　　　　　　　　)
	13
	610,000
	17
	850,000
	9
	420,000

	 eq \o\ad(家族埋葬料,　　　　　　　　　　)
	8
	400,000
	6
	300,000
	5
	250,000

	 eq \o\ad(傷病手当金,　　　　　　　　　　)
	395
	92,466,377
	441
	97,014,309
	530
	103,475,051

	 eq \o\ad(出産手当金,　　　　　　　　　　)
	1
	616,556
	0
	0
	5
	1,741,720

	 eq \o\ad(休業手当金,　　　　　　　　　　)
	0
	0
	1
	53,100
	0
	0

	育児休業手当金（休業中）
	1,971
	339,479,672
	1,673
	291,853,172
	1,075
	182,249,809

	育児休業手当金（復職後）
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	 eq \o\ad(介護休業手当金,　　　　　　　　　　)
	21
	2,187,640
	26
	2,884,785
	2
	217,371

	 eq \o\ad(弔慰金,　　　　　　　　　　)
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	 eq \o\ad(家族弔慰金,　　　　　　　　　　)
	0
	0
	0
	0
	1
	350,000

	災　害　見　舞　金
	0
	0
	0
	0
	1
	1,000,000

	計
	303,114
	3,741,470,607
	299,279
	3,663,004,725
	300,214
	3,563,727,188


（附 加 給 付 等）

	            年　度
区　分
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	
	件　数
	支給額 (円)
	件　数
	支給額 (円)
	件　数
	支給額 (円)

	 eq \o\ad(家族療養費附加金,　　　　　　　　　　)
	781
	26,738,806
	632
	22,755,288
	572
	24,486,900

	家族訪問看護療養費附加金
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	 eq \o\ad(傷病手当金附加金,　　　　　　　　　　)
	62
	12,256,661
	40
	8,759,294
	41
	8,049,821

	 eq \o\ad(災害見舞金附加金,　　　　　　　　　　)
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	 eq \o\ad(入院附加金,　　　　　　　　　　)
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	 eq \o\ad(結婚手当金,　　　　　　　　　　)
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	 eq \o\ad(出産費附加金,　　　　　　　　　　)
	203
	6,090,000
	194
	5,820,000
	209
	6,270,000

	家族出産附加金
	66
	1,980,000
	91
	2,730,000
	70
	2,100,000

	計
	1,112
	47,065,467
	957
	40,064,582
	892
	40,906,721

	 eq \o\ad(一部負担金払戻金,　　　　　　　　　　)
	1,324
	42,611,100
	1,233
	39,067,100
	1,108
	39,657,200

	　合　　計
	305,550
	3,831,147,174
	301,469
	3,742,136,407
	302,214
	3,644,291,109


■保健事業

職員の福利厚生の充実を図るため、民間の福利厚生業者から福利厚生事業の提供を受ける制度を実施し、利用向上を図った。その状況は、次のとおりである。

	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	宿泊（国内）
	16,955名
	15,710名
	15,905名

	宿泊（国外）
	1,882名
	353名
	357名

	スポーツ施設
	21,609名
	24,107名
	24,406名

	その他
	48,187名
	56,166名
	56,861名

	合　　　計
	88,633名
	96,336名
	97,529名


また、健康管理事業としては、３５歳以上５４歳以下の希望者から抽選により人間ドックを実施した。

	　　
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	 eq \o\ad(人間ドック,　　　　　　)
	希望者数
	5,182名
	5,115名
	5,150名

	
	助成人数
	 4,350名
	 4,292名
	 4,270名


加えて、平成２５年度より５５歳以上の希望者に対し、事業主の行う一般定期健康診断の受診を前提とし、希望者全員が受診可能な人間ドックを実施した。

	　　
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	55セルフドック
	希望者数
	883名
	853名
	877名

	
	助成人数
	 859名
	 830名
	 877名


■貸付事業

組合員の臨時の支出に対する貸付として、普通貸付、特別貸付、災害貸付、住宅確保の

　　ため及び住宅の災害のための住宅貸付及び住宅災害貸付を行っているが、その貸付状況は

次のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　

 (上段：利用件数　下段：貸付金額)

	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	 eq \o\ad(普通貸付,　　　　　　　)
	34件

46,970千円
	43件

60,290千円
	22件

32,090千円

	 eq \o\ad(特別貸付,　　　　　　　)
	39件
25,400千円
	40件
27,610千円
	22件
14,700千円

	 eq \o\ad(高額医療貸付,　　　　　　　)
	0件
0千円
	0件
0千円
	0件
0千円

	 eq \o\ad(災害貸付,　　　　　　　)
	0件

0千円
	0件

0千円
	0件

0千円

	 eq \o\ad(住宅貸付,　　　　　　　)
	6件
58,100千円
	4件
29,800千円
	2件
21,400千円

	 eq \o\ad(住宅災害貸付,　　　　　　　)
	0件
0千円
	0件
0千円
	0件
0千円

	出　産　貸　付
	0件
0千円
	0件
0千円
	0件
0千円

	合　　　　　計
	79件
130,470千円
	87件
117,700千円
	46件
68,190千円


２　共済制度に対する負担金

　　職員の相互救済を目的とした地方職員共済組合に対し、次のとおり負担金を支出した。

(1)  地方職員共済組合に対する負担金
	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	執　行　額
	12,064,649,439円
	11,607,452,793円
	11,103,032,744円


(2) 負　担　金　率
負担金率については、「１　地方職員共済組合に関する事務」中、(2)組織及び運営の「■掛金及び負担金」の項を参照。
３　扶養手当の認定に関する事務

総務サービス事業開始に伴い、本庁及び出先機関に勤務する職員（府立学校及び警察部局を除く）の扶養手当の認定について、総務サービス課にて集中管理するとともに、毎月その事務処理を行っている。

なお、扶養手当の認定件数は次のとおりである。

	
	平成26年度
	平成27年度
	平成28年度

	扶養手当
	８０５件
	７６１件
	７５２件


事務事業実績
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